
 京都市上下水道局公文書取扱規程の一部を改正する規程を公布する。 

  平成２２年６月３０日 

京都市公営企業管理者     

上下水道局長 西村 京三   

京都市上下水道局管理規程第５号 

   京都市上下水道局公文書取扱規程の一部を改正する規程 

京都市上下水道局公文書取扱規程の一部を次のように改正する。 

 第２条第１号中「第４項」を「第５項」に改め，同条第７号中「総務局総務部文書

課長（以下「文書課長」」を「総合企画局情報化推進室情報管理課長（以下「情報管

理課長」」に改め，同条第９号中「決定書案」の右に「又は供覧書」を加え，同条第

１３号中「部」の右に「，室」を加え，同号イ中「登録すること及び添付文書回議票

に押印する」を「登録し，及び第１６条第１項ただし書に規定する添付文書回議票に

別に定める処理を行う」に改め，同条第１８号及び第１９号を削る。 

 第５条を削る。 

 第４条第１項を次のように改める。 

 文書管理責任者は，文書管理所属における文書事務の適正化及び迅速化に努め，

文書主任，文書副主任及びその他の職員に対し，必要な指示をしなければならない。 

 第４条中第２項を削り，第３項を第２項とし，同条を第５条とする。 

 第３条第１項中「京都市上下水道局（以下「上下水道局」という。）における公文

書に関する事務（以下「文書事務」という。）を統轄するとともに，」を削り，同条

を第４条とし，第２条の次に次の１条を加える。 

（公文書の管理体制） 

第３条 総務課長は，京都市上下水道局（以下「上下水道局」という。）における公

文書に関する事務（以下「文書事務」という。）を統括する。 



２ 公文書の管理は，第２条第１号に規定する課等を単位として行うものとする。た

だし，公文書を適正に管理するために総務課長が必要であると認めるときは，公文

書の管理の単位を別に定めることができる。 

３ 前項の公文書の管理の単位（以下「文書管理所属」という。）における文書事務

を統括させるため，文書管理所属に文書管理責任者を置く。 

４ 文書管理責任者は，文書管理所属の長をもって充て，第２項ただし書の規定によ

り別に定める文書管理所属にあっては別に定める者とする。 

５ 文書管理責任者を補佐させるため，文書管理所属に文書主任を置く。 

６ 文書主任は，総務課にあっては調査係長，その他の文書管理所属にあっては当該

文書管理所属の庶務を担当する係長（これに準じるものを含む。以下同じ。）をも

って充てる。 

７ 文書主任を補佐させるため，文書管理所属に文書副主任を置く。 

８ 文書副主任は，当該文書管理所属の係長（庶務を担当する係長（総務課にあって

は調査係長）を除く。），庶務を担当する職員及びその他の職員の中から文書管理

責任者が任命する。 

 第６条の見出しを「（文書主任の職務）」に改め，同条第１項各号列記以外の部分

中「の事務を処理する。」を「に掲げる事務を統括する。」に改め，同条第２項中「 

文書副主任は，文書主任を補佐し，」を削り，「事故があるときは」の右に「，文書

副主任が」を加える。 

 第１３条の見出し中「文書主任による」を削り，同条第１項を次のように改める。 

 文書主任は，総務課から文書の配布を受けたときは，第３項の場合を除き，当該

文書に収受日付印を押すとともに，当該文書に係る事務を担当する職員に速やかに

配布しなければならない。 

 第１３条第５項中「収受した文書」の右に「（当該文書に記載された情報を別に定



めるところにより記録した電磁的記録を含む。）」を加え，「で併用決裁又は紙決裁」

を「により意思決定又は供覧」に，「の所定の欄に収受日等」を「に収受日」に，「 

前項の」を「同項の」に改め，同項を同条第６項とし，同条第４項中「文書主任」を

「職員」に改め，同項を同条第５項とし，同条第３項中「前２項」を「前３項」に，

「処理する。」を「処理しなければならない。」に改め，同項を同条第４項とし，同

条第２項を同条第３項とし，同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず，保存期間が１年未満の文書及び収受日付印を押さない

ことが適当と認められる文書については，収受日付印を押すことを要しない。 

 第１３条に次の１項を加える。 

７ 収受した文書に記載された情報を別に定めるところにより電磁的記録に記録した

場合の当該収受した文書の取扱いについては，別に定める。 

 第１６条第１項中「作成し，」の右に「速やかに」を加える。 

 第１７条第１項第７号中「押印する」を「訂正箇所に押印をする」に改める。 

 第１８条第２号中「登録すること及び添付文書回議票の所定の箇所に押印する」を

「登録し，及び添付文書回議票に別に定める処理を行う」に改め，同条第３号中「押

印する」を「押印をする」に改める。 

 第２１条第２項中「合議を受けた」の右に「者は，」を加え，同条第３項中「協議

を」を「起案責任者は，前項の協議を」に改める。 

 第２３条第１項中「押印すべき」を「押印をすべき」に改め，同条第４項第２号中

「が直ちに閲覧のうえ，文書管理システムに閲覧した旨を登録するとともに，当該添

付文書回議票に押印する」を「は，当該決裁及び添付文書回議票を確認し，その旨を

文書管理システムに登録し，当該添付文書回議票に別に定める処理を行う」に改める。 

 第２４条第１項を次のように改める。 

 収受し，又は作成した公文書で，上司の閲覧に供する必要があると認められ，か



つ，当該公文書の全部を電磁的記録のまま文書管理システムに登録することができ

るものについては，文書管理システムにその要旨を簡明に入力する等必要な事項を

入力することにより，速やかに電子決裁を行わなければならない。ただし，当該公

文書の一部が紙文書であるときは，添付文書回議票（第６号様式の２）を当該紙文

書に付し，併用決裁を行うことができる。 

 第３１条に次の１項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず，規則別表の永年の区分に該当する文書については，京

都市公文書取扱規程第４２条第１項及び第２項の例により，処理するものとする。

この場合において，同項中「情報管理課長」とあるのは，「総務課長」とする。 

 第３４条の見出しを「（永年保存文書の引継ぎ及び保管）」に改める。 

 第３８条第５項中「文書主任に文書管理システムにその旨を登録させるとともに，

その登録したこと」を「その旨」に改める。 

 第３９条第３項中「文書主任」を「文書管理責任者」に，「電磁的記録（電子決裁

をしたもの及び文書管理システムにその全部を登録した電磁的記録をいう。）にあっ

ては文書管理システムにおいて保存期間の延長の処理をし，その他の完結文書にあっ

ては文書管理システムにおいて保存期間の延長の処理をしたうえ」を「その旨を総務

課長を経て情報管理課長に報告するとともに，紙文書にあっては」に改める。 

 第６号様式の次に次の１様式を加える。 



 

第６号様式の２（第２４条関係） 
 

添付文書回議票番号  

保存期間  

分類記号  

 

添付文書回議票 

供覧開始日  

供覧終了日  

 

供覧開始者 

 

件名 

 

（公開件名） 

（閲覧） 

（添付文書） 

添付文書名        添付ファイル名      種別  サイズ 

 注 確認等を行うときは，確認画面で添付文書回議票番号を入力してください。 

   附 則 

 この規程は，平成２２年７月１日から施行する。 

（上下水道局総務部総務課） 


